
 

 

2022 年６月 28日 

各 位 

会 社 名 株 式会 社Ｍ ＆Ａ 総合 研究 所 

代 表 者 名 代表取締役社長 佐上 峻作 

（コード番号：9552 東証グロース市場） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 荻 野  光 

（ TEL. 03-6455-5875） 

 

東京証券取引所グロース市場への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

  当社は、本日、2022 年６月 28 日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。今後と

も、なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、当社の 2022 年９月期（2021 年 10 月１日から 2022 年９月 30日）における業績予想は以

下のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであります。 

 

【個 別】                (単位：百万円・％） 

決算期 

 

項 目 

2022 年９月期 

（予想） 

2022 年９月期 

第２四半期累計期間 

（実績） 

2021 年９月期 

（実績） 

 
対売上

高比率 

対前期 

増減率 
 

対売上

高比率 
 

対売上

高比率 

売 上 高 2,997 100.0 125.7 1,752 100.0 1,328 100.0 

営 業 利 益 1,271 42.4 125.7 1,066 60.8 563 42.3 

経 常 利 益 1,246 41.5 123.4 1,059 60.4 557 42.0 

当 期 （ 四 半 期 ） 純 利 益 882 29.4 139.6 727 41.5 368 27.7 

１ 株 当 た り 

当 期 （ 四 半 期 ） 純 利 益 
47 円 71 銭 39 円 38 銭 19 円 92 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 0 円 00 銭 0 円 00 銭 0 円 00 銭 

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりません。 

２．2021 年９月期（実績）及び 2022 年９月期第２四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）純

利益は期中平均発行済株式数により算出しております。2022 年９月期（予想）の１株当たり当期純利

益は公募株式数（50,000 株）を含めた予定期中平均発行済株式数により算出し、オーバーアロットメ

ントによる売出しに関する第三者割当増資分（最大 623,900 株）は考慮しておりません。 

３．2022 年３月 16 日付で、株式１株につき３株の株式分割を行っております。上記では、2021 年９月期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期（四半期）純利益を算出しております。 



 
【2022 年９月期業績予想の前提条件】 

（１）全体の見通し、自社の事業に影響を与えると考えられる事項について記載 

当社は「ＡＩ・ＤＸを駆使したテクノロジーによりＭ＆Ａ業界を変革する。」をビジョンとして掲げ、Ｍ

＆Ａ仲介事業を営んでおります。現在の日本では経営者の年齢が上がり、後継者不在による廃業が社会問題

となっており、Ｍ＆Ａによる事業承継は有効な解決策として機能しております。このような背景から中小企

業庁はＭ＆Ａによる中小企業の事業承継を推し進めるため、中小Ｍ＆Ａガイドラインの策定やＭ＆Ａ支援機

関登録制度の運用を開始しております。これらの状況を総合的に勘案し、Ｍ＆Ａ市場は継続的に拡大してい

るものと認識しております。なお、新型コロナウイルス感染症の終息が依然として見通せない状況ではあり

ますが、当社業績への影響は軽微であると判断しております。 

このような事業環境下で、当社の 2022 年９月期の業績は、売上高 2,997 百万円（前期比 125.7％増）、営

業利益 1,271 百万円（前期比 125.7％増）、経常利益 1,246 百万円（前期比 123.4％増）、当期純利益 882 百

万円（前期比 139.6％増）を見込んでおります。当該業績予想数値は、2021 年 10 月から 2022 年３月までの

実績数値に、2022 年４月以降の予測数値を合算して策定した数値となっております。 

 

（２）売上高 

売上高は、業績予想策定時点でアドバイザリー契約を締結済みの案件のうち、当期に成約が見込まれる案

件について、成約手数料に成約率を乗じて個別に算定しております。成約手数料は、譲渡企業の財務内容に

基づき当社の手数料体系に定める一定料率を乗じることで、譲渡企業および譲受企業から収受する金額の合

計額を算出しております。成約率は、過去の成約実績データをもとに、案件のフェーズ毎の成約率を算出し

ております。  

この結果、2022 年９月期の売上高は 2,997 百万円（前期比 125.7％増）となることを見込んでおります。

また、当社は売上高を経営上の重要指標と捉えており、売上高を構成する指標として１件当たり平均成約手

数料、Ｍ＆Ａアドバイザー数の推移を把握しております。2022 年９月期の平均単価（成約案件にかかる売上

高÷成約件数）は 60 百万円（2021 年９月期通期は 48 百万円）となっており、また、2022 年９月期末時点

のＭ＆Ａアドバイザー数は 73 名（2021 年９月期末は 31 名）を見込んでおります。 

なお、成約手数料は、案件成約時に報酬の大部分を受領することとなります。そのため、案件の成約時期

や、成約の可否によって売上高が変動する可能性があります。 

 

（３）売上原価 

売上原価は主にＭ＆Ａアドバイザーの給与やインセンティブ賞与等の人件費、営業活動にかかる交通費で

構成されます。人件費のうち給与や法定福利費は人員計画に基づき、インセンティブ賞与は売上予算に基づ

き策定しております。営業活動にかかる交通費は過去実績を参考に１人あたりの発生金額を見積もり、当期

の営業人員数と掛け合わせることで算出しております。 

この結果、2022 年９月期の売上原価は 737 百万円(前期比 155.0％増)を見込んでおります。 

 

（４）販売費および一般管理費、営業利益 

販売費および一般管理費は主に広告宣伝費、人材採用費、人件費で構成されます。広告宣伝費は 2022 年

９月期に実施を予定している TVCM や WEB マーケティングの費用や、案件受託のための営業手紙、営業メー

ルの送付費用を積み上げて策定しております。人材採用費、人件費については人員計画に基づき策定してお

ります。その他の項目については、勘定科目を項目別に細分化し、項目別に過去実績を参考にして、当期の

変動要因を個別に織り込み、これを積み上げて予想値を算出しております。 

この結果、2022 年９月期の販売費および一般管理費は 988 百万円（前期比 107.8％増）を見込んでおり、

営業利益は 1,271 百万円（前期比 125.7％増）を見込んでおります。 

 

（５）営業外損益、経常利益 

 営業外収益については経常的に発生する受取利息を見込んでおります。営業外費用については上場関連費

用４百万円、株式交付費用 15 百万円、信託型ストック・オプション発行費用の他に経常的に発生する支払

利息等を見込んでおります。結果として、2022 年９月期の経常利益は 1,246 百万円（前期比 123.4％増）を

見込んでおります。 

 

（６）特別損益、法人税等、当期純利益 

 特別利益については固定資産売却益０百万円を見込んでおり、特別損失は見込んでおりません。この結果、

2022 年９月期の税引前当期純利益は 1,246 百万円（前期比 123.4％増）となる見込みで、法人税等 364 百万

円（前期比 91.9％増）を差し引き、当期純利益は 882 百万円（前期比 139.6％増）を見込んでおります。 

 

【業績予想に関するご留意事項】  

本資料に記載されている当社の業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があります。 

 

以上 
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 (百万円未満切捨て)

１．2022年９月期第２四半期の業績（2021年10月１日～2022年３月31日） 
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年９月期第２四半期 1,752 － 1,066 － 1,059 － 727 － 

2021年９月期第２四半期 － － － － － － － － 
  

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2022年９月期第２四半期 39.38 － 

2021年９月期第２四半期 － － 

（注）１．当社は2021年９月期第２四半期につきましては、四半期財務諸表を作成していないため、2021年９月期第２四

半期の数値及び2022年９月期第２四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。 

２．2022年９月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在するもの

の、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．当社は、2022年３月16日付で株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、2022年９月期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。 
  

（２）財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2022年９月期第２四半期 2,257 1,506 66.7 

2021年９月期 1,353 777 57.5 
 

(参考) 自己資本 2022年９月期第２四半期 1,505 百万円 2021年９月期 777 百万円

  

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

2022年９月期 － 0.00       

2022年９月期(予想)     － 0.00 0.00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

３．2022年９月期の業績予想（2021年10月１日～2022年９月30日） 
 (％表示は、対前期増減率) 

 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 2,997 125.7 1,271 125.7 1,246 123.4 882 139.6 47.71 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 



 
 

※ 注記事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

 ④ 修正再表示 ： 無 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年９月期２Ｑ 18,480,000株 2021年９月期 18,480,000株 

② 期末自己株式数 2022年９月期２Ｑ －株 2021年９月期 －株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年９月期２Ｑ 18,480,000株 2021年９月期２Ｑ －株 

(注)当社は、2022年３月16日付で株式１株につき３株割合で株式分割を行っておりますが、2021年９月期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、発行済株式数（普通株式）を算定しております。 

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）業績予想などの将来予測情報に関す

る説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大を受け、まん延防止等重点

措置の再適用により社会経済活動が制限されるなど、厳しい状況が続きました。足元では国内におけるワクチン接

種率の向上で今後の経済回復が期待されておりますが、資源価格高騰・世界的な半導体不足・ロシアによるウクラ

イナ侵攻などが重なり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社の事業ドメインである中小Ｍ＆Ａ市場は、経営者の高齢化および後継者不在企業の増加という実態と、Ｍ＆

Ａによる事業承継を推進する行政の政策により拡大を続けております。当社は１社でも多くの企業の事業承継を支

援すべく、ＡＩマッチングアルゴリズムの精度向上、業務のＤⅩ推進という２軸で効率的なＭ＆Ａの実現に取り組

んでおります。Ｍ＆Ａアドバイザーの採用も順調に推移し、当初計画を上回る推移となっております。

このような事業環境下において、当第２四半期累計期間における売上高は1,752,387千円、営業利益は1,066,972

千円、経常利益は1,059,979千円、四半期純利益は727,745千円となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（Ｍ＆Ａ仲介）

当第２四半期累計期間は、新型コロナウイルスの感染拡大防止に努めながら着実に案件を進捗させ、成約件数26

件と堅調に推移しております。

また、今後の業績拡大を図るため引き続き積極的な採用を進めており、当第２四半期累計期間においてＭ＆Ａア

ドバイザーを20名増員しました。

この結果、売上高は1,747,352千円、セグメント利益は1,237,408千円となりました。

（その他）

その他につきましては、ＷＥＢマーケティング支援事業であり、売上高は5,035千円、セグメント利益は2,344千

円となりました。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

当第２四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べ859,250千円増加し、2,103,951千円となりま

した。これは主に、現金及び預金が757,141千円増加、売掛金が81,215千円増加したことによるものであります。

当第２四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末に比べ45,057千円増加し、153,943千円となりまし

た。これは主に、差入保証金の増加等により投資その他の資産が41,502千円増加したことによるものであります。

（負債の部）

当第２四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末に比べ197,141千円増加し、636,649千円となりまし

た。これは主に、未払法人税等が141,205千円増加、未払消費税等が29,352千円増加したことによるものでありま

す。

当第２四半期会計期間末における固定負債は、前事業年度末に比べ21,502千円減少し、114,797千円となりまし

た。これは主に、長期借入金が20,970千円減少したことによるものであります。

（純資産の部）

当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ728,669千円増加し、1,506,447千円となりました。こ

れは、四半期純利益を727,745千円計上、新株予約権が924千円増加したことによるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末と比べ757,141千

円増加し、1,934,446千円となりました。
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主な増減要因は、下記のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は814,962千円となりました。これは主に、税引前四半期純利益1,060,012千円を計

上した一方で、法人税等の支払額が197,852千円、売上債権の増加が81,215千円あったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は58,221千円となりました。これは主に、敷金及び保証金の差入による支出が

75,159千円、有形固定資産の取得による支出が11,372千円あったものの、敷金及び保証金の返還による収入が

31,700千円あったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は399千円となりました。これは新株予約権の発行による収入が924千円あったもの

の、リース債務の返済による支出が524千円あったことによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年９月期の業績予想につきましては、本日公表いたしました「東京証券取引所グロース市場への上場に伴う

当社決算情報等のお知らせ」をご参照ください。

なお、当該業績予想につきましては、本日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づき作成したものであり、実際の業績等は、今後様々な要因により異なる可能性があります。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,177,305 1,934,446

売掛金 53,894 135,109

その他 13,501 34,395

流動資産合計 1,244,701 2,103,951

固定資産

有形固定資産 24,604 29,225

無形固定資産 7,680 6,615

投資その他の資産 76,600 118,102

固定資産合計 108,885 153,943

資産合計 1,353,586 2,257,894

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 12,705 33,675

未払法人税等 208,827 350,033

未払消費税等 80,603 109,955

その他 137,372 142,985

流動負債合計 439,508 636,649

固定負債

長期借入金 132,295 111,325

リース債務 4,005 3,472

固定負債合計 136,300 114,797

負債合計 575,809 751,447

純資産の部

株主資本

資本金 205,565 205,565

資本剰余金 205,555 205,555

利益剰余金 366,655 1,094,401

株主資本合計 777,777 1,505,523

新株予約権 － 924

純資産合計 777,777 1,506,447

負債純資産合計 1,353,586 2,257,894
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自2021年10月１日
至2022年３月31日)

売上高 1,752,387

売上原価 285,612

売上総利益 1,466,775

販売費及び一般管理費 399,803

営業利益 1,066,972

営業外収益

受取利息 7

雑収入 1,520

営業外収益合計 1,527

営業外費用

支払利息 163

新株予約権発行費 5,077

上場関連費用 2,000

その他 1,280

営業外費用合計 8,520

経常利益 1,059,979

特別利益

固定資産売却益 33

特別利益合計 33

税引前四半期純利益 1,060,012

法人税等 332,266

四半期純利益 727,745
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
（自 2021年10月１日

　 至 2022年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,060,012

減価償却費 7,759

受取利息 △7

支払利息 163

有形固定資産売却損益（△は益） △33

売上債権の増減額（△は増加） △81,215

未払消費税等の増減額（△は減少） 29,352

前受金の増減額（△は減少） △51,208

その他 48,148

小計 1,012,970

利息の受取額 7

利息の支払額 △163

法人税等の支払額 △197,852

営業活動によるキャッシュ・フロー 814,962

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11,372

有形固定資産の売却による収入 90

資産除去債務の履行による支出 △3,003

敷金及び保証金の差入による支出 △75,159

敷金及び保証金の返還による収入 31,700

その他の支出 △477

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,221

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権の発行による収入 924

リース債務の返済による支出 △524

財務活動によるキャッシュ・フロー 399

現金及び現金同等物の増減（△は減少） 757,141

現金及び現金同等物の期首残高 1,177,305

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,934,446
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84条ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。また、当第２四半期累計期間の損益に与える影響

はありません。

収益認識会計基準等を適用したことにより、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた

「前受金」は、第１四半期会計期間より「流動負債」の「契約負債」として「その他」に含めて表示しておりま

す。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期財務諸表への影響は

ありません。

　


